
１７.賃金改定状況 

 

①賃金改定実施状況 

 

令和４年１月１日から令和４年７月１日までの間の賃金改定の実施状況については、全

産業で「引上げた」とする回答が５７．５％（前年５１．４％）と最も多く、以下「未定」

が１６．８％（前年１８．８％）、「今年は実施しない（凍結）」が１３．６％（前年

１８．０％）と続いている。 

 

第 35図表 賃金改定実施状況（業種別） 
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第 36図表 賃金改定実施状況（従業員規模別） 
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②改定額・率 

 

令和４年１月１日から令和４年７月１日までの間に賃金改定を実施した事業所の改定後

の平均所定内賃金（加重平均）では、全産業で 268,438 円となり、平均改定額は 6,101 円

（前年額 4,612 円：対前年比 1,489 円増）、平均改定率は２．３３％（前年１．７６％）

となっている。 

 

第 37図表 賃金改定額・率（令和４年１月１日～令和４年７月１日）（加重平均） 
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268,438 6,101 2.33 7,952

平 均 ・ 小 計 260,100 5,769 2.27 5,039
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③賃金改定の内容 

 

賃金を「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答した事業所について、賃

金改定の内容を尋ねたところ、全産業で「定期昇給」が６５．２％（前年６１．５％）

で最も多く、以下「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」３１．２％（前年

３４．４％）、「ベースアップ」１５．２％（前年１２．８％）と続く結果となっている。 

 

第 38図表 賃金改定の内容（複数回答） 

65.2

15.2

31.2

12.4

10.6

61.7

15.0

33.5

11.4

12.0

70.4

15.7

27.8

13.9

8.7

56.3

17.7

33.7

13.5

9.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

定期昇給

ベースアップ

基本給の引上げ

（定期昇給制度のない事業所）

諸手当の改定

臨時給与

（夏季・年末賞与など）の引上げ

全産業 製造業計 非製造業計 全国

 

 



 

④賃金改定の決定要素 

 

賃金を「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答した事業所について、賃

金改定の決定要素をみると、全産業で「企業の業績」とする回答が６０．３％（前年６０．

８％）と最も多く、以下「労働力の確保・定着」が５７．９％（前年５３．８％）、「世

間相場」が２５．３％（前年１８．２％）と続いている。 

 

 

第 39図表 賃金改定の決定要素（複数回答） 
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